地域福祉総合助成金交付事業実施要綱

（目 的）

第１　市町村が地域福祉の充実に向けた様々な福祉サービスを総合的、一体的に実施することにより、高齢者や障がい者等の誰もが生きがいをもって生き生きと暮らせる安全で安心な社会づくりの実現に資することを目的とする。

（実施主体）

第２　本事業の実施主体は、中核市を除く市町村とする。ただし、第３の（２）のうち、精神障がい者に係る事業については、中核市を含む。

（事業の種類）

第３　実施主体は、地域の実情に応じて、次に掲げる事業を実施するものとする。

（１）安心生活支援事業

宅幼老所等の整備や高齢者・障がい者の居住環境の改善等により、誰もが住み慣れた地域で安心して生活できるよう支援する事業

ア　宅幼老所等整備事業

安全で家庭的な雰囲気のある設備構造を持ち、地域の実情に応じてきめ細かなサービスを提供する宅幼老所の整備、既存施設の安全性向上のための耐震改修及び緊急宿泊事業を実施する施設等の火災通報装置の設置を支援する事業

イ　緊急宿泊支援事業

介護者又は保護者が急病時等の緊急時に要介護高齢者、障がい者又は児童を家庭で介護又は養育できない場合に通所施設が行う緊急宿泊を支援する事業

ウ　地域共生型生活ホームの運営事業

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号。以下「障害者総合支援法」という。）における共同生活援助を行うサービス事業所に該当しない地域共生型生活ホームの運営を支援する事業

エ　高齢者にやさしい住宅改良促進事業

高齢者の居住環境を改善し、日常生活をできるだけ自力で行えるようにするために行う居室等の改良を支援する事業

オ　障がい者にやさしい住宅改良促進事業

障がい者の居住環境を改善し、住み慣れた地域社会で自立して生活できるようにするために行う居室等の改良を支援する事業

カ　災害時住民支え合いマップ作成促進事業

災害時住民支え合いマップを作成することにより、平時・災害時を問わず、地域住民が自身の暮らす地域において地域住民の助け合いにより、安心して生活できる地域社会づくりを支援する事業
キ　障がい者が暮らしやすい社会づくり促進事業

事業者における障がい者への合理的配慮の提供を促進することにより、障がい者の自立と社会参加を推進し、障がい者が地域で暮らしやすい社会づくりを支援する事業
（２）　障がい者支援事業

心身障がい児(者)の一時的な介護委託や余暇活動の場の提供等により、障がい児(者)が地域の中で自分らしく自立した生活ができるよう支援する事業

ア　通所通園等推進事業

心身障がい児通園施設等の通園及び施設入所児(者)の帰省に要する経費を助成し、障がい児(者)の家庭の経済的負担軽減を図る事業

イ　障がい者余暇活動支援事業

障がい者等の余暇の充実及び社会参加の促進を図るため、余暇活動の場の提供、余暇の過ごし方に関する相談支援又は重度障がい者の外出を支援する事業

ウ　心身障がい児（者）タイムケア事業

心身障がい児（者）が家庭において介護を受けることができず、一時的に介護を必要とする場合、あらかじめ登録された事業者に介護委託し、心身障がい児（者）及び家族の地域生活を支援する事業

エ　障がい児・者施設訪問看護サービス事業

医療的ケアが必要な通園障がい児等に対する保護者等の付添看護の負担軽減を図るため、または、重症心身障がい児（者）通園事業未実施地域で、在宅重症心身障がい児（者）に対し施設等でのリハビリテーションにより運動機能低下等を防止し発達を促すために行う障がい児・者施設訪問看護サービス事業

オ　知的障がい者共同生活援助特別加算事業

障害者総合支援法の共同生活援助を行う指定障害福祉サービス事業者が、共同生活援助サービスに加えて行う看護師又は介護職員の配置を支援する事業

カ　軽度・中等度難聴児補聴器購入助成事業

軽度・中等度難聴児の補聴器購入に係る費用を助成することにより、補聴器の早期装用、聴力の向上、言語発達の支援、周囲とのコミュニケーション障がい及びそれに伴う情緒障がいの改善を図る事業

キ　障がい児通園施設利用児療育支援事業

障がい児通園施設を利用する障がい児の利用者負担を軽減することにより、障がい児の早期療育の機会を確保するとともに子育て支援の充実を図る事業

ク　心身障がい児感覚機能訓練事業

通所施設を利用する心身障がい児の心身機能の発達を図るため、感覚機能訓練の実施に要する費用の一部を助成し、早期療育を支援する事業

（３）市町村提案事業

第１に規定する目的に即した前各号以外の事業であって、地域の特性に応じて市町村が実施する事業のうち、知事が必要と認める事業

（事業の実施）

第４　各事業の実施は次によること。

（１）安心生活支援事業実施要領（別添１）

（２）障がい者支援事業実施要領（別添２）

（３）市町村提案事業実施要領（別添３）

（県の補助）

第５　県は、本事業に要する経費について、別に定める交付基準に従い、予算の範囲内で補助するものとする。
